
議案第１０７号 

 

 

大田市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例制定につい

て 

 

 

大田市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例を、別紙のとお 

 

り制定するものとする。 

 

 

令和５年２月２７日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

３条の２第１項の規定に基づき、市長若しくは市の委員会の委員若

しくは委員又は市の職員（同法第２４３条の２の２第３項の規定に

よる賠償の命令の対象となるものを除く。以下「市長等」という。

）の市に対する損害を賠償する責任の一部を免れさせることに関し

必要な事項を定めるものとする。 

（損害賠償責任の一部免責） 

第２条 市は、市長等の市に対する損害を賠償する責任を、市長等が

職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、市長等が賠

償の責任を負う額から、市長等に係る基準給与年額（地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号）第１７３条第１項第１号に規定す

る普通地方公共団体の長等の基準給与年額をいう。）に、次の各号

に掲げる市長等の区分に応じ、当該各号に定める数を乗じて得た額

を控除して得た額について免れさせる。 

⑴ 市長 ６ 

⑵ 副市長、教育長、教育委員会の委員、選挙管理委員会の委員又

は監査委員 ４ 

⑶ 公平委員会の委員、農業委員会の委員、固定資産評価審査委員

会の委員、消防長又は病院事業管理者 ２ 

⑷ 市の職員（前２号に掲げる市の職員を除く。） １ 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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大田市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例制定に関す

る説明資料 

 

 

１ 制定の理由 

地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第５４号）の

施行に伴い、地方公共団体等における適正な事務処理等の確保並び

に組織及び運営の合理化を図るため、改正法に規定される市長等の

損害賠償責任の見直しを行うこととし、必要な事項を定めるため、

新たに条例を制定するもの。 

 

２ 制定の内容 

⑴ 第１条（趣旨) 

地方自治法第２４３条の２第１項の規定に基づき、市長、市の

委員会の委員、市の委員又は市の職員の市に対する損害を賠償

する責任の一部を免れさせることに関し必要な事項を定めるこ

とを規定 

 

※地方自治法（抜粋） 

第２４３条の２ 普通地方公共団体は、条例で、当該普通地方公共

団体の長若しくは委員会の委員若しくは委員又は当該普通地方公

共団体の職員（次条第３項の規定による賠償の命令の対象となる

者を除く。以下この項において「普通地方公共団体の長等」とい

う。）の当該普通地方公共団体に対する損害を賠償する責任を、

普通地方公共団体の長等が職務を行うにつき善意でかつ重大な過

失がないときは、普通地方公共団体の長等が賠償の責任を負う額

から、普通地方公共団体の長等の職責その他の事情を考慮して政

令で定める基準を参酌して、政令で定める額以上で当該条例で定

める額を控除して得た額について免れさせる旨を定めることがで

きる。 

２、３ 略 
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⑵ 第２条（損害賠償責任の一部免責) 

市長等が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、

市長等が賠償の責任を負う額から、市長等に係る基準給与年額

に、次の各号に掲げる市長等の区分に応じ、当該各号に定める

数を乗じて得た額を控除して得た額について免れさせることを

規定 

職名 乗数 

市長 ６ 

副市長  教育長  教育委員会の委員 

選挙管理委員会の委員  監査委員 
４ 

公平委員会の委員  農業委員会の委員 

固定資産評価審査委員会の委員 

消防長  病院事業管理者 

２ 

市の職員（上記に掲げる市の職員を除く。） １ 

 

※基準給与年額は以下①から③の合計額 

①損害賠償責任の原因となった事実が生じた日（以下「基準日」

という。）を含む月において支給され又は支給されるべき報酬

又は給料の額×１２ 

②基準日を含む会計年度において支給され又は支給されるべき

期末手当及び勤勉手当等の額を一会計年度当たりの額に換算し

て得た額 

③基準日を含む月において支給され、又は支給されるべき手当

（扶養手当、住居手当、通勤手当及び単身赴任手当並びに②の

手当を除く。） 

※免責額 ＝ 損害賠償責任額 － 最低責任限度額 

（基準給与年額×乗数） 

 

３ 施行期日 

公布の日から施行する。 
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議案第１０８号 

 

 

大田市小規模集会所の設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例制定について 

 

 

大田市小規模集会所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する 

 

条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和５年２月２７日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市小規模集会所の設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例 

大田市小規模集会所の設置及び管理に関する条例（平成１７年大田

市条例第１４３号）の一部を次のように改正する。 

別表温泉津会館の項及び小浜会館の項を削る。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

-6-



大田市小規模集会所の設置及び管理に関する条例の一部改正に

関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

「温泉津会館」及び「小浜会館」について、指定管理の期間が満

了したため、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

大田市小規模集会所の名称及び位置の表から、温泉津会館の項及

び小浜会館の項を削る。 

（別表） 

 

３ 施行期日 

 

令和５年４月１日から施行する。 
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議案第１０９号 

 

 

大田市市長、副市長及び教育長の給与に関する条例の一部を改

正する条例制定について 

 

 

大田市市長、副市長及び教育長の給与に関する条例の一部を改正す 

 

る条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和５年２月２７日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市市長、副市長及び教育長の給与に関する条例の一部を改

正する条例 

大田市市長、副市長及び教育長の給与に関する条例（平成１７年大

田市条例第４５号）の一部を次のように改正する。 

別表第１市長の項中「７８万円」を「８２万円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（給料月額の特例） 

２ この条例の施行の際現に在職する市長が、令和５年４月１日から

令和７年１０月２９日までの間において引き続き在職する場合にあ

っては、この条例による改正後の大田市市長、副市長及び教育長の

給与に関する条例別表第１の規定は適用せず、なお従前の例による。 
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   大田市市長、副市長及び教育長の給与に関する条例の一部改正

に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

  令和４年１１月の大田市特別職報酬等審議会の答申を踏まえ、市

長の給料月額を改定するもの。 

 

２ 改正の内容 

 

市長の給料月額「７８万円」を「８２万円」に改定する。 

（別表第１） 

 

３ 施行期日等 

 

⑴ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

⑵ この条例の施行の際現に在職する市長が、令和５年４月１日か

ら令和７年１０月２９日までの間において引き続き在職する場合

にあっては、なお従前の例による。 
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議案第１１０号 

 

 

大田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

 

の一部を改正する条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和５年２月２７日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例 

大田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年大田市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

第７条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第７条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図る

ため、家庭的保育事業所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備

の安全点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外での活動、取組

等を含めた家庭的保育事業所等での生活その他の日常生活における

安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事業所等

における安全に関する事項についての計画（以下この条において「

安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を

講じなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知する

とともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者

との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の

内容等について周知しなければならない。 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要

に応じて安全計画の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条の３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、

取組等のための移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運

行するときは、利用乳幼児の乗車及び降車の際に、点呼その他の利

用乳幼児の所在を確実に把握することができる方法により、利用乳

幼児の所在を確認しなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業所を除く。）は、利用

乳幼児の送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の座席

並びにこれらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を
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有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼

児の見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。）を日常

的に運行するときは、当該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼

児の見落としを防止する装置を備え、これを用いて前項に定める所

在の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わなければならな

い。 

第１０条中「ときは」の次に「、その行う保育に支障がない場合に

限り」を加え、同条ただし書を削る。 

第１３条を次のように改める。 

第１３条 削除 

第１４条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染

症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予

防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」に改める。  

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第１３条の

改正規定は、公布の日から施行する。 
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大田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準」の一部改正に

伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

⑴ 保育施設の送迎バスにおける事故等の状況から、児童の安全の

確保に関する計画の策定及び自動車を運行する場合の所在確認を

義務付ける。 

（第７条の２、第７条の３） 

⑵ 家庭的保育事業等の設備や職員を活用した社会福祉サービスを

必要とする児童等の社会参加への支援が進むよう、利用児童の保

育に支障が生じない場合に限り、職員の兼務や設備の供用をする

ことができる旨を規定する。 

（第１０条） 

⑶ 親権者の懲戒権に係る規定を削除し、子の監護及び教育におい

て子の人格を尊重する義務を定める等の措置を講ずる民法等の一

部を改正する法律が施行されたことから、懲戒に関する規定を削

除する。 

（第１３条） 

 ⑷ 感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修等の実施

に努めなければならないこととする。 

（第１４条） 

 

３ 施行期日 

令和５年４月１日から施行する。ただし、２⑶については、公布

の日から施行する。 
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議案第１１１号 

 

 

大田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 

 

基準を定める条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり制定するも 

 

のとする。 

 

 

令和５年２月２７日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例 

大田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例（平成２６年大田市条例第３１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第４条第２項ただし書中「第１９条第１項第３号」を「第１９条第

３号」に改め、同項第１号中「第１９条第１項各号」を「第１９条各

号」に改め、同項第２号中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第

１号」に改め、同項第３号中「第１９条第１項第２号」を「第１９条

第２号」に、「同項第３号」を「同条第３号」に改める。 

第６条第２項中「係る法第１９条第１項第１号」を「係る法第１９

条第１号」に、「利用している法第１９条第１項第１号」を「利用し

ている同号」に、「の法第１９条第１項第１号」を「の同号」に改め、

同条第３項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に、「

同項第２号」を「同条第２号」に改める。 

第７条第２項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に

改める。 

第８条中「第１９条第１項各号」を「第１９条各号」に改める。 

第１３条第４項第３号ア（ア）中「第１９条第１項第１号」を「第

１９条第１号」に改め、同号ア（イ）中「第１９条第１項第２号」を

「第１９条第２号」に改める。 

第１５条第１項第３号中「第２５条」を「第２５条第１項」に改め

る。 

第２０条第４号中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」

に改める。 

第２６条を次のように改める。 

第２６条 削除 

第３５条第１項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」

に改め、同条第２項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号

」に、「利用している法第１９条第１項第２号」を「利用している同
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条第２号」に、「定められた法第１９条第１項第２号」を「定められ

た法第１９条第２号」に改め、同条第３項中「法第１９条第１項第１

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

」とあるのは「法第１９条第１項第１号又は第２号」を「同号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」とある

のは「同号又は同条第２号」に改め、「、「法第１９条第１項第１号

に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」とあるの

は「法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係

る利用定員の総数」と」を削る。 

第３６条第１項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」

に改め、同条第２項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号

」に、「利用している法第１９条第１項第１号」を「利用している同

条第１号」に、「定められた法第１９条第１項第１号」を「定められ

た法第１９条第１号」に改め、同条第３項中「係る法第１９条第１項

第１号」を「係る法第１９条第１号」に、「第１９条第１項第２号」

を「第１９条第２号」に、「、「法第１９条第１項第１号」を「、「

同号」に改め、「に該当する教育・保育給付認定子どもの総数」を削

り、「法第１９条第１項第１号又は第２号」を「同条第１号又は第２

号」に改め、「、第１３条第２項中」の前に「、「同号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員」とあるのは「同条第１号に掲

げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員」と」を加える。 

第３７条第２項及び第３９条第２項中「第１９条第１項第３号」を

「第１９条第３号」に改める。 

第５１条第１項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」

に改め、同条第２項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号

」に、「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改め、同条

第３項中「第１９条第１項第３号」を「第１９条第３号」に、「係る

法第１９条第１項第１号」を「係る法第１９条第１号」に、「法第１

９条第１項第１号又は第３号」を「同号又は同条第３号」に、「第１

９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に、「対象となる法第１９

条第１項第１号」を「対象となる法第１９条第１号」に改める。 
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第５２条第１項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」

に改め、同条第２項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号

」に、「法第１９条第１項第３号」を「同条第３号」に、「第１９条

第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、同条第３項中「第１９

条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第２６条の

改正規定は、公布の日から施行する。 

-18-



大田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例の一部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども

・子育て支援施設等の運営に関する基準」等の一部改正に伴い、所

要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

⑴ 親権者の懲戒権に係る規定を削除し、子の監護及び教育におい

て子の人格を尊重する義務を定める等の措置を講ずる民法等の一

部を改正する法律が施行されたことから、懲戒に関する規定を削

除する。 

（第２６条） 

 

⑵ こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律

により、子ども・子育て支援法第１９条から第２項が削られ、学

校教育法第２５条に第２項及び第３項が加えられたことに伴い、

例規中の引用分を改正する。 

（第４条、第６条、第７条、第８条、第１３条、第１５条、

第２０条、第３５条、第３６条、第３７条、第３９条、

第５１条、第５２条） 

 

３ 施行期日 

 

令和５年４月１日から施行する。ただし、２⑴については、公布

の日から施行する。 
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議案第１１２号 

 

 

大田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め 

 

る条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和５年２月２７日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例 

大田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例（平成２６年大田市条例第３２号）の一部を次のように改正す

る。 

第６条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第６条の２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図

るため、放課後児童健全育成事業所ごとに、当該放課後児童健全育

成事業所の設備の安全点検、職員、利用者等に対する事業所外での

活動、取組等を含めた放課後児童健全育成事業所での生活その他の

日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他放

課後児童健全育成事業所における安全に関する事項についての計画

（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全

計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周

知するとともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければな

らない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護

者との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組

の内容等について周知しなければならない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、

必要に応じて安全計画の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第６条の３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活

動、取組等のための移動その他の利用者の移動のために自動車を運

行するときは、利用者の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用者

の所在を確実に把握することができる方法により、利用者の所在を

確認しなければならない。 

第１２条の次に次の１条を加える。 
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（業務継続計画の策定等） 

第１２条の２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事

業所ごとに、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する

支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の

業務再開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」

という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画につい

て周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう

努めなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを

行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとす

る。 

第１３条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染

症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予

防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」に改める。  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（安全計画の策定等に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、この条例

による改正後の大田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関

する基準を定める条例第６条の２の規定の適用については、同条第

１項中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、

同条第２項中「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めな

ければ」と、同条第３項中「周知しなければ」とあるのは「周知す

るよう努めなければ」とする。 
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大田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」の一部

改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

⑴ 保育施設の送迎バスにおける事故等の状況から、利用者の安全

の確保に関する計画の策定及び自動車を運行する場合の所在確認

を義務付ける。 

（第６条の２、第６条の３） 

⑵ 業務継続計画を策定するよう努めるとともに、職員への周知等

必要な措置を講じるよう努める旨を規定する。 

（第１２条の２） 

⑶ 感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修等の実施

に努めなければならないこととする。 

（第１３条） 

 

３ 施行期日等 

⑴ 令和５年４月１日から施行する。 

⑵ ２⑴の第６条の２について、施行の日から令和６年３月３１日

までの間は努力義務とする旨の経過措置を設ける。 
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議案第１１３号 

 

 

大田市子ども・子育て支援推進会議条例の一部を改正する条例

制定について 

 

 

大田市子ども・子育て支援推進会議条例の一部を改正する条例を、 

 

別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和５年２月２７日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市子ども・子育て支援推進会議条例の一部を改正する条例 

大田市子ども・子育て支援推進会議条例（平成２５年大田市条例第

１４号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第７７条第１項」を「第７２条第１項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

-25-



大田市子ども・子育て支援推進会議条例の一部改正に関する説

明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

「子ども・子育て支援法」の一部改正に伴い、所要の改正を行う

もの。 

 

２ 改正の内容 

 

子ども・子育て支援法第７２条から第７６条が削られ、第７７条

から第８７条が５条ずつ繰り上がることに伴い、例規中の引用分を

改正する。 

（第１条） 

 

３ 施行期日 

 

令和５年４月１日から施行する。 
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議案第１１４号 

 

 

大田市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市国民健康保険条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり 

 

制定するものとする。 

 

 

令和５年２月２７日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

大田市国民健康保険条例（平成１７年大田市条例第１１８号）の一

部を次のように改正する。 

第５条の２第１項中「４０８，０００円」を「４８８，０００円」

に改める。 

第１２条の６の１２中「２０万円」を「２２万円」に改める。 

第１５条の２第１項第２号中「２８５，０００円」を「２９万円」

に改め、同項第３号中「５２万円」を「５３５，０００円」に改め、

同条第３項中「２０万円」を「２２万円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の大田市国民健康保険条例第５条の２の規

定は、この条例の施行の日以後に出産した被保険者に係る出産育児

一時金について適用し、同日前に出産した被保険者に係る出産育児

一時金については、なお従前の例による。 

３ この条例による改正後の大田市国民健康保険条例第１２条の６の

１２及び第１５条の２の規定は、令和５年度以後の年度分の保険料

について適用し、令和４年度以前の年度分の保険料については、な

お従前の例による。 
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大田市国民健康保険条例の一部改正に関する説明資料 

 

１ 改正の理由 

国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

また、健康保険法施行令の一部改正により、出産育児一時金の額

が見直されたことに伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

⑴ 出産育児一時金の支給額を改定する。 

区 分 現 行 改正後 

出産育児一時金 ４０８，０００円 ４８８，０００円 

（第５条の２） 

 

⑵ 保険料の後期高齢者支援金分に係る賦課限度額を引き上げる。 

区 分 
保険料の賦課限度額 

現 行 改正後 

基礎分 ６５万円 

後期高齢者支援金分 ２０万円 ２２万円 

介護納付金分 １７万円 

（第１２条の６の１２） 

 

⑶ 保険料の軽減判定の基準を緩和する。 

区 分 
被保険者及び世帯主の総所得金額と比較する基準 

現 行 改正後 

７割軽減 
43万円＋ 

10万円×（給与所得者等(※)の数－1） 

５割軽減 

43万円＋28.5万円×（被

保険者数＋特定同一世帯

所属者数）＋10万円×（

給与所得者等の数－1） 

43万円＋29万円×（被保

険者数＋特定同一世帯所

属者数）＋10万円×（給

与所得者等の数－1） 

２割軽減 

43万円＋52万円×（被保

険者数＋特定同一世帯所

属者数）＋10万円×（給

与所得者等の数－1） 

43万円＋53.5万円×（被

保険者数＋特定同一世帯

所属者数）＋10万円×（

給与所得者等の数－1） 

（第１５条の２） 
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※ 給与所得者等とは 

一定の給与所得者（給与収入５５万円超）又は公的年金等の支給

（６０万円超（６５歳未満）又は１１０万円超（６５歳以上））を

受ける者 

 

３ 施行期日等 

⑴ 令和５年４月１日から施行する。 

⑵ 改正後の出産育児一時金の規定は、令和５年４月１日以後の出

産に対して適用し、同日前の出産については、なお従前の例によ

る。 

⑶ 改正後の賦課限度額及び軽減判定基準の規定は、令和５年度以

後の年度分の保険料について適用し、令和４年度分までの保険料

については、なお従前の例による。 
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議案第１１５号 

 

 

大田市手数料条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市手数料条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり制定する 

 

ものとする。 

 

 

令和５年２月２７日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市手数料条例の一部を改正する条例 

大田市手数料条例（平成１７年大田市条例第５８号）の一部を次の

ように改正する。 

別表第４の２第１号アを次のように改める。 

ア 計画の認定を受けようとす

る建築物が一戸建ての住宅（

人の居住の用以外の用途に供

する部分を有しないものに限

る。以下この号及び次号にお

いて同じ。）の場合 

 

(ア) 当該住宅について建築

物エネルギー消費性能基準

等を定める省令（平成２８

年経済産業省・国土交通省

令第１号。以下この号及び

次号において「省令」とい

う。）第１０条第２号イ(

１)及び同号ロ(１)の基準

（以下この号及び次号にお

いて「誘導標準計算基準」

という。）を用いて評価を

行う場合 

 

a 床面積の合計が２００

平方メートル未満のもの 

３４，０００円（住宅基準適合証

等の提出がある場合にあっては、

５，０００円） 

b 床面積の合計が２００

平方メートル以上５００

平方メートル以内のもの 

３８，０００円（住宅基準適合証

等の提出がある場合にあっては、

５，０００円） 

(イ) 当該住宅について省令

第１０条第２号イ(２)及び
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同号ロ(２)の基準（以下こ

の号及び次号において「誘

導仕様基準」という。）を

用いて評価を行う場合 

a 床面積の合計が２００

平方メートル未満のもの 

１８，０００円（住宅基準適合証

等の提出がある場合にあっては、

５，０００円） 

b 床面積の合計が２００

平方メートル以上５００

平方メートル以内のもの 

１９，０００円（住宅基準適合証

等の提出がある場合にあっては、

５，０００円） 

別表第４の２第１号イ中「建築物エネルギー消費性能基準等を定め

る省令（平成２８年経済産業省・国土交通省令第１号。以下この号及

び次号において「省令」という。）」を「省令」に改め、「あっては

(ウ)」及び「及び(ウ)」の次に「又は(エ)」を加え、同号イ(ア)及び

同号イ(イ)中「５００平方メートル未満」を「５００平方メートル以

内」に改め、同号イ(ウ)中「住宅部分について」の次に「誘導標準計

算基準を用いて」を加え、「５００平方メートル未満」を「５００平

方メートル以内」に改め、同号イに次のように加える。 

(エ) 当該建築物の住宅部分

について誘導仕様基準を用

いて評価を行う場合 

 

a 住宅部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

３２，０００円（住宅基準適合証

等の提出がある場合にあっては、

１０，０００円） 

b 住宅部分の床面積の合

計が３００平方メートル

以上５００平方メートル

以内のもの 

５７，０００円（住宅基準適合証

等の提出がある場合にあっては、

２０，０００円） 

別表第４の２第２号アを次のように改める。 

ア 一戸建ての住宅に係る計画

の変更の認定を受けようとす
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る場合 

(ア) 当該住宅について誘導

標準計算基準を用いて評価

を行う場合 

 

a 計画の変更に係る床面

積の合計が２００平方メ

ートル未満のもの 

１７，０００円（変更後の計画に

係る住宅基準適合証等の提出があ

る場合にあっては、３，０００円

） 

b 計画の変更に係る床面

積の合計が２００平方メ

ートル以上５００平方メ

ートル以内のもの 

１９，０００円（変更後の計画に

係る住宅基準適合証等の提出があ

る場合にあっては、３，０００円

） 

(イ) 当該住宅について誘導

仕様基準を用いて評価を行

う場合 

 

a 計画の変更に係る床面

積の合計が２００平方メ

ートル未満のもの 

９，０００円（変更後の計画に係

る住宅基準適合証等の提出がある

場合にあっては、３，０００円） 

b 計画の変更に係る床面

積の合計が２００平方メ

ートル以上５００平方メ

ートル以内のもの 

１０，０００円（変更後の計画に

係る住宅基準適合証等の提出があ

る場合にあっては、３，０００円

） 

別表第４の２第２号イ中「あっては(ウ)」及び「及び(ウ)」の次に

「又は(エ)」を加え、同号イ(ア)ａ中「の床面積の合計」を「（床面

積の増加に係る部分を除く。）の床面積の２分の１の面積と当該計画

の変更に係る部分の面積のうち床面積の増加に係る部分の床面積との

合計（以下この号において「計画の変更に係る部分の床面積の合計」

という。）」に改め、同号イ(ア)ｂ中「５００平方メートル未満」を

「５００平方メートル以内」に改め、同号イ(イ)中「５００平方メー

トル未満」を「５００平方メートル以内」に改め、同号イ(ウ)中「住

宅部分について」の次に「誘導標準計算基準を用いて」を加え、「５
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００平方メートル未満」を「５００平方メートル以内」に改め、同号

イに次のように加える。 

(エ) 当該建築物の住宅部分

について誘導仕様基準を用

いて評価を行う場合 

 

a 住宅部分の計画の変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの 

３２，０００円（変更後の計画に

係る住宅基準適合証等の提出があ

る場合にあっては、１０，０００

円） 

b 住宅部分の計画の変更

に係る部分の床面積の合

計が３００平方メートル

以上５００平方メートル

以内のもの 

５７，０００円（変更後の計画に

係る住宅基準適合証等の提出があ

る場合にあっては、２０，０００

円） 

別表第４の３第５号ア(ア)ａ中「の床面積の合計」を「（床面積の

増加に係る部分を除く。）の床面積の２分の１の面積と当該計画の軽

微な変更に係る部分の面積のうち床面積の増加に係る部分の床面積と

の合計（以下この号において「軽微な変更に係る部分の床面積の合計

」という。）」に改める。 

別表第４の３第７号ア(ア)中「あってはｃ」及び「及びｃ」の次に

「又はｄ」を加え、同号ア(ア)ｃ中「住宅部分について」の次に「省

令第１０条第２号イ(１)及び同号ロ(１)の基準（以下この号及び次号

において「誘導標準計算基準」という。）を用いて」を加え、同号ア

(ア)に次のように加える。 

d 当該建築物の住宅部分

について省令第１０条第

２号イ(２)及び同号ロ

(２)の基準（以下この号

及び次号において「誘導

仕様基準」という。）を
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用いて評価を行う場合 

(a) 住宅部分の床面積

の合計が３００平方メ

ートル未満のもの 

３２，０００円（住宅誘導基準適

合証等の提出がある場合にあって

は、１０，０００円） 

(b) 住宅部分の床面積

の合計が３００平方メ

ートル以上５００平方

メートル以内のもの 

５６，０００円（住宅誘導基準適

合証等の提出がある場合にあって

は、２０，０００円） 

別表第４の３第７号ア(イ)を次のように改める。 

(イ) 計画の認定を受けよう

とする建築物が一戸建ての

住宅（非住宅部分を有しな

いものに限る。以下この項

において同じ。）の場合 

 

a 当該建築物について誘

導標準計算基準を用いて

評価を行う場合  

 

(a) 床面積の合計が２

００平方メートル未満

のもの 

３４，０００円（住宅誘導基準適

合証等の提出がある場合にあって

は、５，０００円） 

(b) 床面積の合計が２

００平方メートル以上

５００平方メートル以

内のもの 

３７，０００円（住宅誘導基準適

合証等の提出がある場合にあって

は、５，０００円） 

b 当該建築物について誘

導仕様基準を用いて評価

を行う場合  

 

(a) 床面積の合計が２

００平方メートル未満

のもの 

１８，０００円（住宅誘導基準適

合証等の提出がある場合にあって

は、５，０００円） 
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(b) 床面積の合計が２

００平方メートル以上

５００平方メートル以

内のもの 

１９，０００円（住宅誘導基準適

合証等の提出がある場合にあって

は、５，０００円） 

別表第４の３第８号ア(ア)中「あってはｃ」及び「及びｃ」の次に

「又はｄ」を加え、同号ア(ア)ｃ中「住宅部分について」の次に「誘

導標準計算基準を用いて」を加え、同号ア(ア)に次のように加える。 

d 当該建築物の住宅部分

について誘導仕様基準を

用いて評価を行う場合 

 

(a) 住宅部分の計画の

変更に係る部分の床面

積の合計が３００平方

メートル未満のもの 

３２，０００円（住宅誘導基準適

合証等の提出がある場合にあって

は、１０，０００円） 

(b) 住宅部分の計画の

変更に係る部分の床面

積の合計が３００平方

メートル以上５００平

方メートル以内のもの 

５６，０００円（住宅誘導基準適

合証等の提出がある場合にあって

は、２０，０００円） 

別表第４の３第８号ア(イ)を次のように改める。 

(イ) 当該変更する建築物が

一戸建ての住宅の場合 

 

a 当該建築物について誘

導標準計算基準を用いて

評価を行う場合 

 

(a) 計画の変更に係る

床面積の合計が２００

平方メートル未満のも

の 

１７，０００円（住宅誘導基準適

合証等の提出がある場合にあって

は、３，０００円） 

(b) 計画の変更に係る

床面積の合計が２００

１９，０００円（住宅誘導基準適

合証等の提出がある場合にあって
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平方メートル以上５０

０平方メートル以内の

もの 

は、３，０００円） 

b 当該建築物について誘

導仕様基準を用いて評価

を行う場合 

 

(a) 計画の変更に係る

床面積の合計が２００

平方メートル未満のも

の 

９，０００円（住宅誘導基準適合

証等の提出がある場合にあって

は、３，０００円） 

(b) 計画の変更に係る

床面積の合計が２００

平方メートル以上５０

０平方メートル以内の

もの 

１０，０００円（住宅誘導基準適

合証等の提出がある場合にあって

は、３，０００円） 

別表第４の３第１０号ア(エ)中「第１条第１項第２号イ(２)(ii)」

を「第１条第１項第２号イ(２)」に改め、同号ウ中「第１条第１項第

２号イ(２)(i)」を「第１条第１項第２号イ(２)」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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大田市手数料条例の一部改正に関する説明資料 

 

１ 改正の理由 

都市の低炭素化の促進に関する法律及び建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律に係る法令の一部改正等に伴い、所要の改

正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

住宅部分に係る外皮及び一次エネルギー消費量に関する基準とし

て、誘導仕様基準を新設する。（従来の基準については誘導標準計

算基準と位置付ける。） 

 

⑴ 都市の低炭素化の促進に関する法律関係 

ア 低炭素建築物新築等計画の認定           単位（円） 

住宅の区分 

改正前 改正後 

区分 
適合証

等なし 

適合証

等あり 
区分 

適合証

等なし 

適合証

等あり 

一戸建ての住宅 

200㎡

未満 
34,000 5,000 誘 導 標

準 計 算

基準 

200㎡

未満 
34,000 5,000 

200～ 

500㎡ 
38,000 5,000 

200～ 

500㎡ 
38,000 5,000 

－ － － 
誘 導 仕

様基準 

200㎡

未満 
18,000 5,000 

200～ 

500㎡ 
19,000 5,000 

非住宅･共

同住宅等･

複合建築

物 

住宅 

部分 

300㎡

未満 
67,000 10,000 誘 導 標

準 計 算

基準 

300㎡

未満 
67,000 10,000 

300～ 

500㎡ 
114,000 20,000 

300～ 

500㎡ 
114,000 20,000 

－ － － 
誘 導 仕

様基準 

300㎡

未満 
32,000 10,000 

300～ 

500㎡ 
57,000 20,000 
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イ 低炭素建築物新築等計画の変更の認定        単位（円） 

住宅の区分 

改正前 改正後 

区分 
適合証

等なし 

適合証

等あり 
区分 

適合証

等なし 

適合証

等あり 

一戸建ての住宅 

200㎡

未満 
17,000 3,000 

誘導標準

計算基準 

200㎡

未満 
17,000 3,000 

200～ 

500㎡ 
19,000 3,000 

200～ 

500㎡ 
19,000 3,000 

－ － － 
誘導仕様

基準 

200㎡

未満 
9,000 3,000 

200～ 

500㎡ 
10,000 3,000 

非住宅･共

同住宅等･

複合建築

物 

住宅 

部分 

300㎡

未満 
67,000 10,000 

誘導標準

計算基準 

300㎡

未満 
67,000 10,000 

300～ 

500㎡ 
114,000 20,000 

300～ 

500㎡ 
114,000 20,000 

－ － － 
誘導仕様

基準 

300㎡

未満 
32,000 10,000 

300～ 

500㎡ 
57,000 20,000 

（別表第４の２） 

 

⑵ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係 

ア 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定      単位（円） 

住宅の区分 

改正前 改正後 

区分 
適合証

等なし 

適合証

等あり 
区分 

適合証

等なし 

適合証

等あり 

非住宅･共

同住宅等･

複合建築

物 

住宅 

部分 

300㎡

未満 
67,000 10,000 

誘導標準

計算基準 

300㎡

未満 
67,000 10,000 

300～ 

500㎡ 
114,000 20,000 

300～ 

500㎡ 
114,000 20,000 

－ － － 
誘導仕様

基準 

300㎡

未満 
32,000 10,000 
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300～ 

500㎡ 
56,000 20,000 

一戸建ての住宅 

200㎡

未満 
34,000 5,000 

誘導標準

計算基準 

200㎡

未満 
34,000 5,000 

200～ 

500㎡ 
37,000 5,000 

200～ 

500㎡ 
37,000 5,000 

－ － － 
誘導仕様

基準 

200㎡

未満 
18,000 5,000 

200～ 

500㎡ 
19,000 5,000 

 

イ 建築物エネルギー消費性能向上計画の変更の認定   単位（円） 

住宅の区分 

改正前 改正後 

区分 
適合証

等なし 

適合証

等あり 
区分 

適合証

等なし 

適合証

等あり 

非住宅･共

同住宅等･

複合建築

物 

住宅

部分 

300㎡

未満 
67,000 10,000 

誘導標準

計算基準 

300㎡

未満 
67,000 10,000 

300～ 

500㎡ 
114,000 20,000 

300～ 

500㎡ 
114,000 20,000 

－ － － 
誘導仕様

基準 

300㎡

未満 
32,000 10,000 

300～ 

500㎡ 
56,000 20,000 

一戸建ての住宅 

200㎡

未満 
17,000 3,000 

誘導標準

計算基準 

200㎡

未満 
17,000 3,000 

200～ 

500㎡ 
19,000 3,000 

200～ 

500㎡ 
19,000 3,000 

－ － － 
誘導仕様

基準 

200㎡

未満 
9,000 3,000 

200～ 

500㎡ 
10,000 3,000 

（別表第４の３） 
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３ 施行期日 

公布の日から施行する。 
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議案第１１６号 

 

 

大田市体育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例制定について 

 

 

大田市体育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和５年２月２７日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市体育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例 

大田市体育施設の設置及び管理に関する条例（平成１７年大田市条

例第９５号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中 

「 

大国地区運動場 大田市仁摩町大国１２６９番地 

馬路地区運動場 大田市仁摩町馬路８３６番地１ 

                             」を

「 

大国地区運動場 大田市仁摩町大国１２６９番地 

                             」に

改める。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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大田市体育施設の設置及び管理に関する条例の一部改正に関す

る説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

馬路地区運動場を体育施設から用途変更し、馬路まちづくりセン

ターを設置することに伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

体育施設から馬路地区運動場を削る。 

（別表第１） 

 

３ 施行期日 

 

令和５年４月１日から施行する。 
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議案第１１７号 

 

 

大田市農業構造改善センター及び農村広場の設置及び管理に関

する条例及び大田市遊漁対策管理所の設置及び管理に関する条

例を廃止する条例制定について 

 

 

大田市農業構造改善センター及び農村広場の設置及び管理に関する 

 

条例及び大田市遊漁対策管理所の設置及び管理に関する条例を廃止す 

 

る条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和５年２月２７日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市農業構造改善センター及び農村広場の設置及び管理に関

する条例及び大田市遊漁対策管理所の設置及び管理に関する条

例を廃止する条例 

大田市農業構造改善センター及び農村広場の設置及び管理に関する

条例（平成１７年大田市条例第１５６号）及び大田市遊漁対策管理所

の設置及び管理に関する条例（平成１７年大田市条例第１７８号）は、

廃止する。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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大田市農業構造改善センター及び農村広場の設置及び管理に関

する条例及び大田市遊漁対策管理所の設置及び管理に関する条

例の廃止に関する説明資料 

 

 

１ 廃止の理由 

 

⑴ 大田市農業構造改善センター及び農村広場 

大田市農業構造改善センター及び農村広場は、市民の世代を超

えた交流を図るための施設として平成５年に開設されたものであ

るが、この度施設の使用頻度や維持費用など管理運営について再

検討した結果、当初の役割を果たしたと考え、施設を廃止するこ

ととし、条例を廃止するもの。 

 

⑵ 大田市遊漁対策管理所 

大田市遊漁対策管理所は、漁業の安定的発展と観光の振興を図

るため管理を行ってきたが、昭和５１年に建築された施設であり

耐震基準を満たさないこと、現在は利用されなくなった施設で当

初の目的を終えた施設であるため施設を廃止することとし、条例

を廃止するもの。 

 

２ 施行期日 

 

令和５年４月１日から施行する。 
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議案第１１８号 

 

 

令和４年度大田市駅前周辺東側土地区画整理事業大正西線

東側工事請負変更契約の締結について 

 

次のとおり、令和４年度大田市駅前周辺東側土地区画整理事業大正

西線東側工事請負変更契約を締結することについて、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定により、議会の

議決を求める。  

 

 

  令和５年２月２７日提出 

 

 

                 大田市長 楫 野 弘 和   

 

 

項目 変更前 変更後 

契約の目的 

令和４年度大田市駅前周辺

東側土地区画整理事業大正

西線東側工事の請負 

同左 

契約の方法 一般競争入札 同左 

契約の金額 324,500,000円 287,136,300円 

契約の相手方 

黒徳建設・堀工務店特別共

同企業体 

代表者 

大田市大田町大田イ２８

９番地３ 

黒徳建設株式会社 

代表取締役 黒瀬 清司 

同左 
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（参考資料） 

 

地方自治法（抜粋） 

 

〔議決事件〕 

第９６条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなけ

ればならない。 

⑴～⑷ 略 

⑸ その種類及び金額について政令で定める基準に従い条例で定め

る契約を締結すること。 

（以下略） 

 

 

 

  大田市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関す

る条例（抜粋） 

 

（議会の議決に付すべき契約） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５

号の規定により議会の議決に付さなければならない契約は、予定価

格１億５，０００万円以上の工事又は製造の請負とする。 
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令和４年度大田市駅前周辺東側土地区画整理事業大正西線

東側工事請負変更契約の締結に関する説明資料 

 

 

１ 変更理由 

 

当初想定していた建設発生土の受入施設よりも近隣の場所で建設

発生土の受入れが可能となったため、運搬距離・受入れ費用を変更

し工事費を減額するもの。並びにＩＣＴ活用工事（土工）について

適用することとなったため、ＩＣＴ活用施工に係る費用について工

事費を増額するもの。 

総額として、下記のとおり工事費の減額をするもの。 

 

２ 変更の内容 

 

  工事費の減額 

 

項目 変更前 変更後 増減額 

契約の金額 324,500,000円 287,136,300円 ▲37,363,700円 
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議案第１１９号 

 

 

令和４年度大田市駅前周辺東側土地区画整理事業大正西一

南側工事請負変更契約の締結について 

 

次のとおり、令和４年度大田市駅前周辺東側土地区画整理事業大正

西一南側工事請負変更契約を締結することについて、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定により、議会の

議決を求める。 

 

 

  令和５年２月２７日提出 

 

 

                 大田市長 楫 野 弘 和   

 

 

項目 変更前 変更後 

契約の目的 

令和４年度大田市駅前周辺

東側土地区画整理事業大正

西一南側工事の請負 

同左 

契約の方法 一般競争入札 同左 

契約の金額 190,300,000円 167,863,300円 

契約の相手方 

はたの産業・須山商事特別

共同企業体 

代表者 

大田市大田町大田イ６６０

番地１３ 

株式会社はたの産業 

代表取締役 波多野瑠璃子 

同左 

-52-



（参考資料） 

 

地方自治法（抜粋） 

 

〔議決事件〕 

第９６条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなけ

ればならない。 

⑴～⑷ 略 

⑸ その種類及び金額について政令で定める基準に従い条例で定め

る契約を締結すること。 

（以下略） 

 

 

 

  大田市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関す

る条例（抜粋） 

 

（議会の議決に付すべき契約） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５

号の規定により議会の議決に付さなければならない契約は、予定価

格１億５，０００万円以上の工事又は製造の請負とする。 
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令和４年度大田市駅前周辺東側土地区画整理事業大正西一

南側工事請負変更契約の締結に関する説明資料 

 

 

１ 変更理由 

 

当初想定していた建設発生土の受入施設よりも近隣の場所で建設

発生土の受入れが可能となったため、運搬距離を変更し工事費を減

額するもの。 

 

２ 変更の内容 

 

  工事費の減額 

 

項目 変更前 変更後 増減額 

契約の金額 190,300,000円 167,863,300円 ▲22,436,700円 
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議案第１２０号 

 

 

市道路線の変更について 

 

別紙のとおり、市道路線を変更することについて、道路法（昭和２ 

 

７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定により、議会の議決を求 

 

める。 

 

 

令和５年２月２７日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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（参考資料） 

 

道路法（抜粋） 

 

（市町村道の意義及びその路線の認定） 

第８条 第３条第４号の市町村道とは、市町村の区域内に存する道路

で、市町村長がその路線を認定したものをいう。 

２ 市町村長が前項の規定により路線を認定しようとする場合におい

ては、あらかじめ当該市町村の議会の議決を経なければならない。  

３～５ 略 

 

（路線の廃止又は変更） 

第１０条 都道府県知事又は市町村長は、都道府県道又は市町村道に

ついて、一般交通の用に供する必要がなくなつたと認める場合にお

いては、当該路線の全部又は一部を廃止することができる。路線が

重複する場合においても、同様とする。 

２ 都道府県知事又は市町村長は、路線の全部又は一部を廃止し、こ

れに代わるべき路線を認定しようとする場合においては、これらの

手続に代えて、路線を変更することができる。 

３ 第７条第２項から第８項まで及び前条の規定は前２項の規定によ

る都道府県道の路線の廃止又は変更について、第８条第２項から第

５項まで及び前条の規定は前２項の規定による市町村道の路線の廃

止又は変更について、それぞれ準用する。 
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路線 から 幅 最大（ｍ） 図面

番号 まで 員 最小（ｍ） 番号

起点 4.70

終点 2.90

起点 7.00

終点 2.90

合計(１路線)

1

路　線　変　更　調　書

路線名 起  終  点 延長(m)

Ｏ４００６ 穴堂原田線

変
更
前

大田市波根町156-2番地先
303.91

大田市波根町221-1番地先

変
更
後

大田市波根町161-5番地先
485.24

大田市波根町221-1番地先
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路線 図面

番号 番号

Ｏ４００６ 穴堂原田線 1

0 0

0 0

合計( １路線)

路　線　変　更　理　由

路線名 理                                           由

波根地区圃場整備に伴う起点の変更
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位　置　図

O4006　穴堂原田線

一般県道波根久手線

国道9号

穴堂原田線

朝波小学校

変更前：起点部

変更後：起点部

変更図面NO.1

-59-


